
糸満市スポーツ・文化活動の県内外等派遣に関する補助金交付要綱 

令和６年３月２２日 

教育委員会告示第１号 

改正 令和６年３月２８日教育委員会告示第３号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、糸満市の小学生又は中学生が運動競技・文化活動参加のため県内離

島又は県外等へ派遣される場合において、派遣に要する経費に対し、糸満市スポーツ・

文化活動県内外等派遣補助金（以下「補助金」という。）を交付することを目的とし、

その交付に関しては、糸満市補助金等交付規則（昭和５４年糸満市規則第２５号。以下

「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助の対象） 

第２条 補助金の対象となる小学生又は中学生は、次の各号のいずれかに該当する者とす

る。 

(1) 運動競技は、糸満地区小学校体育連盟、島尻地区及び沖縄県中学校体育連盟並び

に沖縄県体育協会加盟競技団体等が主催又は共催する大会の成績により派遣又は推

薦される者で、別表１の基準を満たしている者 

(2) 文化活動は、その文化的教育活動の上部団体等が主催又は共催する大会において

派遣又は推薦されるもので別表２の基準を満たしている者若しくは別表３に該当す

る者 

(3) 前２号に準ずる者として教育長が認めた者 

2 第１項の規定に関わらず、令和６年度に実施する海外ホームステイについては、中学

生及び高校生（高校生については、前年度に糸満市が実施した英語弁論大会において優

秀な成績を収めた者に限る）を対象とする。 

（補助の回数） 

第３条 前条の規定により派遣又は推薦される個人及び団体への補助は、原則として当該

年度１回を限度とする。ただし、当該大会で優秀な成績を納め、上位大会に派遣又は推

薦される場合は、この限りでない。 

２ 前項の回数において、糸満地区小学校体育連盟、島尻地区及び沖縄県中学校体育連盟

が主催又は共催する県内離島大会は、除くものとする。 

（補助の対象及び補助金の算出） 

第４条 第２条の規定に基づき、補助の対象となる経費及び補助金の額は、次の各号に掲

げる規定により算出する。 

(1) 補助の対象となる経費（以下本条において「補助対象経費」という。）は、航空

賃、宿泊料、船賃、鉄道賃及び車賃とする。ただし、海外ホームステイにおいては語

学学校登録料、語学学校授業料その他ホームステイに必要と教育長が認める経費を含

むことができるものとする。 



(2) 補助の対象となる派遣日数は、原則として２泊３日以内とする。ただし、以下の

場合は、この限りでない。 

ア 派遣の対象となる大会等における開催期間の延長等により宿泊の延長を伴う場

合 

イ 派遣の対象となる大会等の開催期間が自然災害等により延長された場合 

ウ 海外ホームステイの場合（派遣日数は、４週間程度とする。） 

(3) 派遣人員は、大会要項に基づく登録メンバーを対象とする。この場合において、

監督等については最小限の範囲とし、文化活動については４０名を限度とする。 

(4) 補助金は、１人当たり補助対象経費の２分の１相当額とし、別表４に掲げる都道

府県名に応じ、それぞれ同表の限度額の欄に掲げる額（海外ホームステイの場合は３

０万円）を限度額とする。ただし、派遣団体から助成金がある場合又は大会等により

宿泊の延長を伴う場合は、この限りでない。 

（補助金の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助金交付申

請書（第１号様式）に必要な書類を添えて、当該派遣の１４日前までに提出しなければ

ならない。ただし、教育長がやむを得ない理由があると認めたときは、この限りでない。 

（補助金交付の決定） 

第６条 教育長は、前条の申請を受けたときは、これを審査して補助金の交付の可否を決

定し、補助金交付決定（却下）通知書（第２号様式）により申請者に通知する。 

（実績報告書の提出） 

第７条 補助金の交付決定を受けた者は、当該派遣等が終了後速やかに当該派遣に係る実

績報告書（第３号様式）を教育長に提出しなければならない。 

（補助金の確定） 

第８条 教育長は、前条の実績報告書を審査して補助金を確定し、確定通知書（第４号様

式）により通知する。 

（補助金の交付の時期） 

第９条 教育長は、前条の規定により確定した補助金を、派遣の終了後に交付するものと

する。ただし、当該派遣の目的又は内容の性質上、当該派遣の前に補助金を交付しなけ

ればその目的を達成することが困難であると認めるときは、概算払の方法により補助金

の交付をすることができる。 

２ 教育長は、前項ただし書の規定により、概算により交付した補助金について、その額

を確定したときは、速やかに精算を行うものとし、不足額又は余剰額が生じている場合

は、不足額の交付又は余剰額の返還を命ずるものとする。 

（補助金の返還） 

第１０条 補助金の交付を受けた者が、その目的外の使用又は偽り等の不正な手段により

補助金交付の決定を受けたときは、教育長は、交付決定を取り消すとともに、既に交付



した補助金の全部又は一部を返納させることができる。 

（委任） 

第１１条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、教育長が別に定める。 

附 則 

１ この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

２ 第２条第２項の規定は、令和７年３月３１日限り効力を失う。 

   附 則（令和６年３月２８日告示第３号） 

 この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

別表１（第２条関係） 

１ 島尻地区中体連（小体連）が主催した島尻大会において、団体についてはベスト６以上、

個人についてはベスト１２以上の成績を納めた者 

２ 沖縄県中体連（小体連）が主催した県大会において、団体については優勝、準優勝及び３

位、個人についてはベスト８以上の成績を納めた者 

３ 沖縄県体育協会加盟競技団体が主催した県大会等において、団体については優勝、準優勝

及び３位、個人についてはベスト８以上の成績を納めた者 

４ 沖縄県スポーツ少年団等が主催した県大会等において、団体については優勝、準優勝及び

３位、個人についてはベスト８以上の成績を納めた者 

５ 水泳や陸上競技等においては、標準記録を上回り、派遣又は推薦される者 

６ 沖縄県選抜チームの一員として派遣又は推薦される者 

７ 地区選抜チームの一員として派遣又は推薦される者 

８ 市が推薦する大会で市代表として派遣又は推薦される者 

別表２（第２条関係） 

１ 合唱・リコーダー・吹奏楽・マーチングの競技で金賞を受賞した者 

２ 芸術・文化・科学技術等に関する諸大会において、最優秀賞・優秀賞の成績を収め、派遣

決定をうけ参加する者 

別表３（第２条関係） 

１ 市英語弁論大会において、最優秀賞・優秀賞の成績を納め、海外等ホームステイに派遣決

定を受け参加する者 

２ 豆記者交換事業で県代表として参加する者 

３ 友好都市交流事業等で市代表として参加する者 



別表４（第４条関係） 

都道府県名 限度額 

中学生等 小学生 

北海道 ４７，０００円 ３０，０００円 

青森県・岩手県・秋田県・宮城県・山形県・福島県 ４１，０００円 ２６，０００円 

新潟県・富山県・石川県・福井県・長野県・群馬県・栃木

県・茨城県・千葉県・埼玉県・山梨県・東京都・神奈川県・

静岡県 

３６，０００円 ２３，０００円 

岐阜県・愛知県・三重県・兵庫県・京都府・滋賀県・大阪

府・奈良県・和歌山県・広島県・岡山県・島根県・鳥取県・

愛媛県・高知県・香川県・徳島県 

３４，０００円 ２２，０００円 

福岡県・佐賀県・大分県・熊本県・長崎県・宮崎県・鹿児

島県・山口県 

２６，０００円 １７，０００円 

県内離島 １８，０００円 １３，０００円 

＊ 宿泊の延長を伴う場合は、その日数に応じ宿泊料、車賃及び鉄道賃の２分の１相当額

を加算する。 


